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経過措置料金規制に係る指定解除について
 資源エネルギー庁は、指定を行った地域の競争状況を確認するため、ガス関係報告規則に基づき、経過措置

料金規制が課された事業者から３ヶ月ごとに報告を徴収している。
 仙南ガス、浜田ガス、エコアの3社は、ガスシステム改革小委員会における議論を受けて策定した解除基準を満

たしていることから、3月1日に指定の解除が決定されている。
※旧簡易ガス事業者については、経過措置料金規制が課された１７３０団地のうち、２４６団地の指定解除が決定されている。

所管 事業者 指定解除基準

本省
東京ガス（東京地区等） 満たさない

大阪ガス 満たさない
東邦ガス 満たさない

東北 仙南ガス 満たす

関東 京葉ガス 満たさない
京和ガス 満たさない

【指定中の旧一般ガス事業者】

所管 事業者 指定解除基準

関東 日本ガス（南平台・初山地区） 満たさない
熱海ガス 満たさない

近畿 河内長野ガス 満たさない
中国 浜田ガス 満たす

九州 エコア（１００ＭＪ地区） 満たす
南海ガス 満たさない

電力・ガス取引監視等委員会第24回制度設計専門会合資料
（平成29年11月28日）一部加筆

以下のいずれかに該当するか否か
①都市ガス利用率が50%以下
②一般ガス事業者による需要家獲得件数×１／２≦他のガス小売事
業者・他燃料事業者による需要家獲得件数（注）
※直近３年間の合計ベース。

③他のガス小売事業者のシェアの合計が10%以上であり、その者に
十分な供給余力がある

④小売料金が３年間連続して下落しており、かつ、経過措置料金メ
ニューの需要家≦自由料金メニューの需要家

YES NO

解除する
解除しない

【経過措置料金規制の指定解除基準（一般ガス事業者関係）】

（注）他のガス小売事業者による需要家獲得件数が、「≦」のトリガーとなった場合には、当該他のガ
ス小売事業者に十分な供給余力があることに加え、都市ガスの小売全面自由化に係る認知度
が小口需要において50%以上であることを追加的な要件とする。



（参考）自由化当初の一般ガス事業者の経過措置料金規制に係る指定について
 小売全面自由化後、ガス小売事業者は、原則、自由に料金を設定する。
 ただし、需要家保護のため、他のガス小売事業者や、LPガス・オール電化等の他のエネルギーとの

十分な競争が認められない場合、指定旧供給区域等に指定され、引き続き料金が規制される。
 具体的には、以下の指定基準に基づき事業者を指定。
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担当局 指定対象事業者（一般ガス事業者）

本省

東京瓦斯（東京地区等）

大阪瓦斯

東邦瓦斯

東北 仙南ガス

関東

京葉瓦斯

京和ガス

日本瓦斯（南平台・初山地区）

熱海瓦斯

近畿 河内長野ガス

中国 浜田ガス

九州
エコア（１００ＭＪ地区）

南海ガス

※簡易ガス事業者も同様の基準により、432事業者、1,730供給地点群を指定旧供給地点に指定。

ストックに関する判断基準
（現時点における既存事業者のシェア）

フローに関する判断基準
（他エネルギーとの顧客獲得競争）

＜指定基準＞

供給区域内における直近年度末の都市ガス利用率
①50%超（シェア高い） ②50%未満（シェア低い）

都市ガスの獲得件数
他エネルギーの獲得件数

＞
1

都市ガス利用率
①都市ガス獲得件多い ②都市ガス獲得件数少ない

自

由

料

金

指定＝引き続き料金規制

ただし、獲得・離脱件数が著しく少ない場合（年平均１％以下）等は、
適正な競争関係が確保されているとは評価し難いとして、指定する。
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特別な事後監視について
 当委員会では、一般的な監視に加え、経過措置料金規制が課されない、又は経過措置料金規制が解除さ

れたガス小売事業者のうち、旧供給区域等における都市ガス（又は簡易ガス）の利用率が５０％を超える
事業者を対象として、ガス小売料金の合理的でない値上げが行われないよう、当該旧供給区域等の料金水
準について報告徴収を行っている。（これまでに問題となるような事例は認められていない。）

・経過措置料金規制が課されないガス小売事業者のうち、
供給区域等における都市ガス（簡易ガス）利用率が
50%を超える事業者
 旧一般ガス事業者：24事業者31供給区域
（全205事業者218供給区域）
 旧簡易ガス事業者：315事業者915団地
（全1,375事業者7,432団地）

対象事業者

・小売全面自由化後３年間とする。ただし、当該事後監
視期間内に合理的でない小売料金の値上げを行ったと判
断される場合には、期間を３年間延長する。

対象期間

旧一般ガス事業者における監視対象区分（供給区域数ベース）

旧一般ガス事業者における監視対象区分（販売量ベース）

指定

旧供給区域

6%,12供給区域

特別な

事後監視対象

14%,
31供給区域

一般的な事後

監視対象

80%,
175供給区域

指定

旧供給区域

74%,2.5億m3

特別な

事後監視対象

9%,0.3億m3

一般的な

事後監視対象

17%,0.6億m3

出所：ガス取引報に基づき作成

電力・ガス取引監視等委員会
第24回制度設計専門会合資料（平成29年11月28日）
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特別な事後監視の結果公表について
 四半期ごとに特別な事後監視の結果について公表している。現時点までに計2回プレスリリースを行い、特別な

事後監視の対象となっている事業者のうち、合理的でない値上げを行った事業者は確認できなかった。
 他方、料金改定（値上げ）の際に、需要家が当該内容を正確に認識することを妨げる恐れのある説明を

行っていた事例があったため、こうした行為を行った事業者に対して文書による指導を行った。

出所：電力・ガス取引監視等委員会プレスリリース




